
(単位：千円）
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※行政経営計画に該当するものは、行政経営計画評価欄に政策的査定結果を入れて下さい。
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(概要）

(根拠法令）

要求Ｐ部課名 市民部　商工労働観光課 査定Ｐ 1

収入
旧保健センター分室改修にかかる地区負担金　１４，０００千円
→　公共施設整備基金に積み上げ、建築年度に取り崩す。

支出
設計委託料
耐震補強計画及び設計委託料　3,600千円
改修工事に係る設計委託料　　5,400千円

9,000

0

阪南市立住民センター条例

1

尾崎住民センターは、使用期限が到来してから７年が経
過しており、大変危険な状況である。今般、地元調整が
進展し、旧保健センター分室で建替えることとなったた
め、設計委託料について、急きょ復活要求を行うもので
ある。

［復活理由］

平成１３年度に耐震診断調査を実施し、使用期限が平
成１９年１２月３１日までと報告を受けた。その後平成２
１年度から葬儀の利用以外は、旧保健センター分室に
おいてその一部機能を確保している。この間地元と一定
の調整を行ってきた結果、旧保健センター分室を改修
し、尾崎住民センターとすることで協議が整ったため、遅
滞なく事業を進める。

尾崎住民センターについては、平成１４年８月に尾崎地
区連合自治会より住民センターの再建について要望が
提出されて以来、建替え場所や現住民センターの底地
代金の問題などの整理を行ってきた。この度、別紙覚書
を締結し、旧保健センター分室の改修を行い住民セン
ターとすることで地元との調整を行った。

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）
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［復活理由］

平成27年度当初予算　市長復活要求（査定）書

(目名） 住民センター費 （細目名）住民センター管理運営事業費 （事業名） 住民センター管理運営事業 （単位：千円）

総　　　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

査　定　総　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源 国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源
平 成 25 年 度 決 算 額 3,499 3,499

0 0平 成 26 年 度 当 初 予 算 額 4,250 4,250
平 成 26 年 度 現 計 予 算 額 4,250 4,250
平 成 27 年 度 当 初 要 求 額 9,377
平成 27 年度当初財政課長内示額 4,250

9,377

債務負担行為

　　　　　　　　　　　　　　　　
4,250

5,941

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）
0平成 27 年度財務部長復活内示額 0

　老朽化に伴う雨漏り等の水回り、建物上部からの剥落等
危険個所の補修、エアコンの更新、下水道切替工事などに
加え、未対応の消防設備不良個所の修繕など、地域コミュ
ニティ施設として住民福祉の向上に重要な役割を果たして
いる住民センターに、必要な整備を行う。

5,941

事　　　業　　　内　　　容 予　　算　　要　　求　　内　　容

（目的）
　住民福祉の向上と地域社会の振興に資する事を目的とし
て設置された市内４３箇所の住民センターにおいては、年々
使用回数が増加傾向にあり、市民にとって必要な施設と
なっているものの、施設の老朽化に伴う更新が必要となって
いる。（建築から30年以上経過したものが全体の約70％を
占める）

　
【修繕料】（詳細別紙要望箇所調書参照）
・31箇所消防設備改修　　　：2,003千円
・雨漏り・トイレ等緊急修繕　：2,000千円
　　　　　　　　  　　　〔要求額〕：4,003千円

【その他小工事】（詳細別紙要望箇所調書参照）
・下水道切替工事　　　　　　：1,131千円
・エアコン等機械器具入替　：2,603千円
・雨漏り・防水等工事　　　　：2,454千円

 　　　　　  　　　　　　〔要求額〕：6,188千円

4,003千円+6,188千円＝10,191千円

(概要）

要求Ｐ 18 査定Ｐ 2

　平成15年度以降、大規模な改修工事もなく、老朽化に伴う
住民センターの破損や劣化等は増加傾向にある。それに伴
う修繕や工事のための費用は、職員直営による工夫、自治
会による費用負担等の協力を得ながら最小限に抑えている
ものの、雨漏り等の水回り、建物上部からの剥落等危険個
所の補修に大半を費やし、未対応の箇所が年々増加、現在
の予算では到底追いつくものではないため、増額が必要で
ある。

部課名 市民部　商工労働観光課
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